
附属機関等の委員の公募に関する指針 

 

（平成 15年４月１日制定） 

（平成 16年４月１日改正） 

（平成 18年４月１日改正） 

（平成 20年４月１日改正） 

（平成 23年４月１日改正） 

（平成 24年４月１日改正） 

（平成 26年４月１日改正） 

（平成 29年４月１日改正） 

（令和 ４年４月１日改正） 

 

１ 目的 

    この指針は、県が設置する附属機関等の審議に県民の意見等を反映させる

ことを通じて参画と協働による県行政を推進するため、県民の参画と協働の

推進に関する条例（平成 14年兵庫県条例第 57号。以下「条例」という。）第

９条第３項及び附属機関等の設置及び運営指針（平成 12年４月１日制定）４

(3)ウの規定に基づき、条例第９条第１項の規定に基づく附属機関等の委員の

公募を行うために必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 委員の公募を行う附属機関等の基準 

    附属機関等の委員を選任しようとする場合は、法令等の規定により、公募を

行う余地がない場合を除き、条例第９条第１項の規定に基づき、公募を行うも

のとする。ただし、次の(1)又は(2)のいずれかに掲げる事項に該当する附属機

関等は、同項に該当しないものとして、公募を行わないことができる。 

  (1) 県の政策の形成に関して調査審議するために設けられるものではないと

認められる次のアからオまでのいずれかに該当する附属機関等 

    ア 行政処分等の事前審査又は助言を目的とするもの 

    イ 不服申立ての審査を目的とするもの 

    ウ 紛争の調停を目的とするもの 

    エ 試験の実施を目的とするもの 

    オ 関係機関相互の連絡調整等を図ることを目的とするもの 

  (2) 県民の意見を反映させることが適当であると認められない次のアからウ

までのいずれかに該当する附属機関等 

    ア 審議結果によっては特定の者又は団体等に利害を及ぼすことが想定さ

れる場合 

    イ 審議に当たって極めて高度な専門知識等を必要とする場合 

  ウ その他広く県民から公募することが適当であると考えられない場合 



 

 

３ 公募による委員選任の基準 

    委員の選任に当たっては、県民の視点を審議に反映し、多数の県民の参画を

求める観点から、以下の基準により、委員を公募する。 

  (1) 公募の対象 

     原則として、次のアからウまでの要件をすべて満たす者を対象とする。 

    ア 県内に在住し、又は在勤する者 

    イ 国会若しくは兵庫県議会の議員又は国若しくは地方公共団体の常勤職

員（教育公務員特例法（昭和 24年法律第１号）の適用を受ける者を除く）

及び地方公務員法第 28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める

職員でない者 

    ウ 当該附属機関等の委員として参画する意欲及び調査審議に必要な知識

を有する者 

  (2) 公募枠の設定 

     原則として、委員総数の１割以上を公募により選任する。ただし、当該附

属機関等の中立性又は専門性の確保に支障が生ずる場合は、この限りでな

い。 

  (3) 再任及び併任の取り扱い 

     同一附属機関等における公募による委員の再任及び他の附属機関等の公

募による委員との併任は、原則として行わないものとする。ただし、当該附

属機関等における審議の継続性を確保する等の必要性を十分に検討したう

えで、やむを得ないものと認められる場合は、この限りでない。 

 

４ 公募ができない場合の事前協議 

この指針の対象となる附属機関等のうち、委員の選任を行うに当たり、２に

定める基準により公募を行わない場合又は公募を行う場合において３に定め

る基準によることができないときは、別紙様式により、県民生活部県民生活課

と事前協議を行うものとする。 

 

５ 募集及び選考の際の留意事項 

  (1) 委員の責務等 

     選任された委員は、条例第９条第２項に規定に基づき、誠実に職務を遂行

し、自らの学識、経験等に基づき、自己の責任において意見を述べることと

なるので、委員の公募に当たり、次のアからウまでに掲げる事項の募集要項

等への記載その他の方法により、周知を図るものとする。 

    ア 委員に対しては、県行政に対する特別な地位が与えられるものではな

いこと。 



    イ 委員の地位を政治、営利又は宗教上の目的に利用してはならないこと。 

    ウ 審議において知り得た秘密を漏らしてはならないこと。 

 

  (2) 応募資格の設定 

     委員の公募を行うに当たっては、応募者の意欲及び知識の有無を確認す

るため、必要に応じて一定の職務経験、特定の技能資格その他の応募資格を

設定する。 

  (3) 選考方法 

     公募による委員の選考に当たっては、当該附属機関等の委員及び主管部

次長等で構成する選考委員会を設け、作文等の書面審査及び面接の実施に

より決定するものとする。 

 

６ 公募内容の周知 

  公募の実施に当たっては、公募内容を県のホームページ、記者発表、募集

用チラシの配布等により広く周知するものとする。 

 

７ 公募による委員に対する運営上の配慮 

  公募の運営に当たっては、公募による委員が附属機関等の審議等に積極的

に関わることができるよう以下の事項に配慮するものとする。 

(1) 審議内容等に関する学習の機会を提供すること。 

(2) 審議において、発言しやすい雰囲気づくりに努めること。 

(3) 必要に応じて審議以外の活動機会の提供に努めること。 

 

８ その他の委員会等の委員の公募等 

    要綱等に基づき設置する委員会等であって、附属機関等の設置及び運営指

針２の附属機関等に該当しないものの委員の公募等については、２から７ま

でに定めるところに準じて行うよう努めるものとする。 

 

９ 適用 

    この指針に基づく委員の公募は、条例の施行の日以後に行う委員の選任か

ら行うものとする。 



（別紙様式） 
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【意見】 

 

附属機関等委員の公募に関する事前協議調書  

附属機関等名称  

担 当 部 局 等 

課 室 班 名 
 

担当者職氏名 

（電話番号等） 
 

委 員 数 等 

今回選任予定数          人 

 内

訳 

学識経験者    人 行政関係者    人 関係団体代表  人 

県職員        人               人               人 

「２ 委員の公

募を行う附属機

関等の基準」に応

じた委員の公募

を行わない場合

の理由 

 

「３ 公募によ

る委員選任の基

準」を満たさない

場合の理由 

 

公募委員選任に

向けた今後の取

り組み方針等 

 

 


